
地域住民が集まり、防災意識を高めた「西袋防災
フェスティバル」
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年度と比較
会計名称 令和5年度 令和4年度 前年度比

一般会計 340億円 317億円 7.3％

特
　
　
別
　
　
会
　
　
計

市営墓地事業 4,095万円 3,424万円 19.6％

特定地域戸別合併処理
浄化槽整備事業 591万円 550万円 7.5%

中宿財産区 579万円 582万円 △0.5%

小塩江財産区 957万円 1,097万円 △12.8%

西袋財産区 1,111万円 1,110万円 0.1%

長沼財産区 376万円 413万円 △9.0%

国民健康保険 75億1,482万円 76億3,905万円 △1.6%

介護保険 70億4,085万円 69億8,930万円 0.7%

後期高齢者医療 8億8,047万円 8億4,279万円 4.5%

計 155億1,323万円 155億4,290万円 △0.2%

合　計 495億1,323万円 472億4,290万円 4.8%

◦各会計別当初予算の比較表

◦市民1人当たりの主なサービスの内訳

【市税負担】
1 人 当 た り 127,340円
1世帯当たり 312,858円

【市民サービス】
1 人 当 た り 456,468円
1世帯当たり 1,121,483円

◦市民の負担と市民サービス
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◦第9次総合計画と過疎地域持続的発展計画を推進する主な事業
一般会計　340億円
（対前年度比　23億円　7.3%増）

区分 事業名 予算額

ハード
事業

体育施設改修事業 2億6,361万3千円
交通安全施設整備事業 1億6,879万8千円
防犯灯設置事業 623万6千円

ソフト
事業

移住・定住促進事業 3,023万円
自治体行政スマート化推進事業 2,356万2千円
総合交通対策事業 1,896万1千円
生活支援体制整備事業 1,286万円
空家等対策事業 1,138万9千円
地域コミュニティ活性化推進事業 1,055万6千円
明るいまちづくり事業 704万2千円
地域の宝創造プロジェクト事業 610万円
次世代型農業推進事業 217万2千円

使用料及び手数料
3億1,340万円（0.9％）

繰越金
5億円（1.5％）

諸収入
4億6,184万円

（1.4％）

その他の自主財源
2億5,467万円（0.7％）

地方譲与税
4億9,446万円（1.5％）

地方消費税交付金等
各種交付金
25億3,500万円（7.5％）

市税
94億8,490万円
（27.9％）

繰入金
15億9,826万円

（4.7％）

国庫支出金
47億7,487万円
（14.0％）

県支出金
25億
7,963万円
（7.6％）

市債
28億
6,890万円
（8.4％）

地方交付税
81億3,407万円
（23.9％）

340億円
歳  入

（37.1％）

自
主
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源

（62.9％）
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存
財
源

公債費

議会費 総務費

民生費 衛生費

3,832円 　51,940円

162,810円 38,402円

31,367円

　45,514円

土木費
46,475円

消防費　
　18,258円

教育費
53,252円

農林水産業費
商工費、労働費

▶人口　　74,485人
▶世帯数　30,317世帯
※令和5年3月1日現在の住民基本台帳による 令和5年度

当初予算

消防費
13億5,993万円
（4.0％）

議会費
2億8,544万円（0.8％）

労働費
3,804万円（0.1％）

340億円
歳  出

民生費
121億2,691万円
（35.7％）

土木費
34億6,171万円
（10.2％）

農林水産業費
14億8,323万円
（4.3％）

衛生費
28億6,040万円
（8.4％）

公債費
33億9,014万円
（10.0％）

教育費
39億6,647万円
（11.7％）

総務費
38億6,878万円
（11.4％）

商工費
8億1,508万円（2.4％）

その他
3億4,387万円（1.0％）

5 4令和5年4月1日令和5年4月1日


